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要　旨
　本稿の目的は、金融資産に係る減損について、国際会計基準審議会（IASB）、米国の財務
会計基準審議会（FASB）における現行の会計基準および両審議会が進めている金融商品の
会計処理方法を概観した上で、信用リスクの観点から検討を行うことである。金融資産に係
る減損の会計処理は、減損が発生していると認められる何らかの事象、すなわちトリガーが
存在しているときにその認識と測定を行うモデル（発生損失モデル）が採用されてきた。こ
れに対して、両審議会が公表している各公開草案では、減損が発生すると予想されるときに
その認識と測定を行うモデル（予想損失モデル）が提案されている。本稿では、これらのモ
デルにおける減損の認識および測定について、信用リスクおよびそれに対するリターンとい
う観点から検討している。さらに、取得原価主義会計という枠組みにおいて、これらの会計
処理がどのように捉えられうるのか考察している。
1.　はじめに
　現在、国際会計基準審議会（以下、IASBという）および米国の財務会計基準審議会（以
下、FASBという）は、それぞれ金融商品会計を見直すプロジェクトを進め、新たな基準
設定に向けた取り組みを行っている。本稿で扱う金融商品に係る減損に関するプロジェクト
においては、現行の会計基準において採用されている発生損失モデル（incurred loss 
model）から、新たに予想損失モデル（expected loss model）へと変更することが提案され
ている。新たな減損モデルが提案されるのは、発生損失モデルに対して次のような問題点が
指摘されているためである（1）。1 つは、発生損失モデルにおいては、減損を認識する前に越
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（1） 発生損失モデルの問題点については、IASBED（2009）を参照している。本文中で挙げた問題以外にも、
発生損失モデルでは「クリフ・エフェクト（cliff effect）」が生じること、金融商品のプライシングや
金融機関のリスク管理と整合しないこと、減損を認識するためのトリガーの比較可能性が保たれていな
いこと、および減損の戻入れ時点が不明確であることなどが指摘されている（IASBED（2009），para.
BC11）。
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えなければならないハードルが存在するため、信用リスクの悪化が直ちに会計上認識され
ず、損失の認識が遅延するという構造的なバイアスが生みだされているという点である。も
う 1つは、当該モデルにおいては、当初の予想損失がそれ以降変化していなくても、それが
具体化することにより損失が認識されることもあるという点である。このような会計処理
は、実際には金融資産に係る信用リスクに変化がなかったとしても、会計上ではその悪化を
示すことになるため、対象となった経済事象が忠実に表現されていないという。
　このように、現行の金融資産に係る減損において信用リスクが適切に会計処理されていな
いことが問題点として指摘されている。それにもかかわらず、金融負債の測定における自社
の信用リスクの問題を扱った研究に比べ、金融資産に係る相手方の信用リスクの問題を扱っ
た研究はあまりなされていないように思われる（2）。したがって、本稿では信用リスクとい
う観点から金融資産に係る減損について検討を行うこととする。両審議会は現在も金融資産
に係る減損に関する会計基準の開発を継続しているが、本稿の検討を行うに当たっては、
IASBおよび FASBより公表されている現行の会計基準 IFRS9「金融商品」（以下、IFRS9
という）およびASC310-10「受取債権」（以下、ASC310-10 という）ならびに 2つの公開
草案「金融商品：償却原価および減損」（以下、IASBED（2009）という）および「金融商
品に関する会計処理、並びにデリバティブ金融商品およびヘッジ活動に関する会計処理の改
訂：デリバティブおよびヘッジ（Topic 815）並びに金融商品（Topic 825）」（以下、
FASBED（2010）という）を取り上げる。両公開草案は、初めて発生損失モデルとは異な
る会計処理を規定したものであり、その後の公開草案の基礎となっていると考えることがで
きるため、それらの文献をもとに検討を行うことは、IASB や FASBにおける金融商品会
計を巡る動向を研究する上で意義があると考えている（3）。
　本稿の目的は、これらの文献を手掛かりにして金融資産に係る減損の会計処理方法を概観
し、各会計処理について信用リスクの観点からその違いや問題点を指摘し、取得原価主義会
計との関係について検討を行うことである。なお、金融資産とは、たとえば「現金、他の企
業から現金若しくはその他の金融資産を受け取る契約上の権利、潜在的に有利な条件で他の
企業とこれらの金融資産若しくは金融負債を交換する契約上の権利、又は他の企業の株式そ
の他の出資持分に関する権利」（ASBJ 2010, p.6）と定義される。このような金融資産には、
現金預金、受取手形、売掛金及び貸付金等の金銭債権、株式、出資証券及び公社債等の有価
証券並びにデリバティブ取引により生じる正味の債権などが含まれる。本稿における金融資
産は、特に断りのない限り、これらの中で減損が適用されるものを指すこととする。
───────────
（2） 明示的に金融資産に係る相手方の信用リスクを扱った先行研究としては、たとえば醍醐（1995）、佐藤
（2000）、および福島（2003）などがある。
（3） なお、2014 年 7 月に IFRS9 の最終版（final version）が公表された。当該基準については、稿を改め
て検討したい。
金融資産に係る減損に関する一考察
─ 189 ─
　本稿の構成は以下のとおりである。まず第 2節において、本稿における分析視角としての
信用リスク概念を示す。第 3節において現行の会計基準および公開草案を概観し、信用リス
クについての会計処理方法を整理する。第 4節では各会計処理方法において第 2節におい
て定義した信用リスクがどのように反映されているのか確認した上で、その差異や問題点を
指摘する。最後に、信用リスクおよびそれに対するリターンという観点から、金融資産に係
る減損の会計処理方法について検討を行い、取得原価主義会計の枠組みとの関係においてそ
れらがどのように捉えられうるのかを考察を行う。
2.　本稿における分析視角
　本稿は信用リスクという視点から、金融資産に係る減損の会計処理方法を検討する。検討
にあたっては、本稿における信用リスクを明らかにする必要がある。したがって、本節では、
まず様々な学問領域におけるリスク概念を概観する。次に、本稿における分析視角である信
用リスク概念を特定する。
2.1　先行研究におけるリスク概念
　リスク概念に関する研究は、様々な学問領域においてなされている。先行研究によれば、
リスク概念についての解釈を大きく 2つに大別することができる（Bierman, Johnson and 
Peterson 1991, pp.85-86）。
　1つは、リスクを上方および下方の変化と解釈し、それは両側リスク（bilateral risk）な
どと呼ばれる。当該解釈のもとでリスクは、「将来のリターンに対する変動性」（Markowitz
（1952））、または「実際の結果の期待からの分散」（Cramér（1930））などと定義される。
もう 1つは、リスクを下方への変化と解釈し、それは片側リスク（unilateral risk）または
下方リスク（downside risk）などと呼ばれる。当該解釈のもとでリスクは、「損失のチャン
ス（chance）」（Williams and Heins（1964））、「危険状態（hazard）の結合」（Peffer（1956））、
「潜在的損失の変動」（Williams and Heins（1971））、または「損失に関する不確実性」（Knight
（1921））などと定義される。
　会計上のリスク概念についての先行研究としては、Bierman, Johnson and Peterson（1991）
がある。Bierman, Johnson and Peterson（1991）では、リスクを「不利な結果が起こるかも
しれない可能性」（p.80）として定義している。Bierman, Johnson and Peterson（1991）では、
リスクをさらに経済的リスクと会計的リスクに分けて説明している。経済的リスク（eco-
nomic risk）とは、企業の経済的順調さ、または豊かさに不利な効果を及ぼす事象による経
済的損失（economic loss）の可能性を織り込んだリスクである（p.80）。対照的に、会計的
リスク（accounting risk）とは、計上されているか否かに関わらず資産または負債に係るリ
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スクのうち財務諸表で認識されるであろう損失である会計的損失（accounting loss）を織り
込んだリスクと定義される（p.80）。例えば、ある企業が有する市場性のある金融商品の時
価が$15,000であり、帳簿価額が$10,000であるときに、その資産価値がゼロとなった場合、
企業は $15,000 の経済的損失を被り、$10,000 の会計的損失を被ることになる。
　本稿では、Bierman, Johnson and Peterson（1991）に依拠し、会計的リスクについて議論
を行っていくことにする。
2.2　本稿における信用リスク概念
　財務会計において信用リスクは、「金融商品の一方の当事者が債務を履行できなくなり、
他方の当事者が財務的損失を被ることとなるリスク」（IFRS7, Appendix A）と定義され
る（4）。当該定義は前述した下方リスクまたは片側リスクに当てはまる。一般的に、貸付金
など信用リスクにさらされている金融商品は、約定キャッシュ・フローの回収を目的として
満期まで保有されるため、それ以上のキャッシュ・フローを獲得することはできない。した
がって当該定義のように、約定キャッシュ・フローを回収できないという下方リスクだけが
問題とされ、上方リスク（upside risk）は捨象されている。本稿では、当該定義を採用して
信用リスクの観点から検討を行うこととする。
　しかしながら、たとえば貸し手が信用リスクにさらされていると言ったとしても、貸付金
のいくらかを回収できないことを意味しているかもしれないし、事前に予想した損失と実際
の損失が異なることを意味しているかもしれない（FASB 2000，par.64：平松・広瀬訳
2002，pp.452-453）。このようにリスクというものは、相対的な概念であり、ある特定のリ
スクは関連する状況のなかでのみ理解することのできる概念である（FASB 2000，par.64：
平松・広瀬訳 2002，p.452）。これらのことから同一の定義のもとでも、信用リスクによっ
て発生する可能性のある損失（以下、信用損失という）についての認識および測定について
の会計処理方法は、会計基準によって異なる可能性がある（5）。次節では、現行の会計基準
および公開草案において、金融資産に係る減損についての会計処理方法を概観することに
よって、信用リスクがどのように扱われているのかを確認する。
　なお本稿では、信用リスクのみならず、それに対するリターンについても検討を行う。通
常の企業活動において、リスクに応じたリターンを期待するのが合理的な行動である。企業
は、信用リスクの低い相手には低いリターン、信用リスクの高い相手には高いリターンを要
求することになる。貸付金などの金融資産の契約にあたっても、信用リスクに応じたリター
───────────
（4） 信用リスクについて、これまで公表されてきた他の文献（例えば、IASC（1997）や JWG（2000））に
おいても、同様の定義づけがなされてきている。
（5） 信用損失と類似する用語として、減損損失がある。会計基準では両者の定義は明確でないが、本稿では、
減損損失を信用損失のうち減損会計によって認識・測定される損失を意味する用語として用いている。
金融資産に係る減損に関する一考察
─ 191 ─
ンとして契約上の利子率を調整しているのである。西田（1995）によれば、そのような利
子率の構造は、信用リスクのない国債などの利回りに、信用リスクに対する追加的な利子率
を加えたものと考えることができ、信用リスクに対する追加的な利子率はさらに、信用リス
クの悪化による当初予想損失に対する追加的な利子率と信用リスクを負担することに対する
追加的な利子率に区分することができる（pp.56-57）（6）。図表 1は、そのような利子率の構
造を表している。
　このようなリスクとリターンとの関係を考えると、金融資産に係る信用リスクの側面のみ
ならず、そのリターンとしての利息収益についても議論する必要があると考える。会計基準
ごとに、信用リスクについて認識および測定についての会計処理方法が異なるのであれば、
それに応じたリターンの会計処理方法も異なるためである。
3.　現行会計基準および公開草案における会計処理方法の比較・整理
3.1　現行会計基準
　現行の会計基準である IFRS9 および ASC310-10（以下、両会計基準のことを IFRS9/
ASC310-10 という）は、発生損失モデルと呼ばれる。IFRS9/ASC310-10 の会計処理方法
をまとめると、図表 2のようになる。
───────────
（6） この他にも貸し手の選好、契約当事者の規模、その他の金融投資との流動性の格差など要因が組み合わ
さって利子率は決定されていると考えられるが、西田（1995）と同様に、それらの要因は信用リスク
をとる対価に含まれるものとして簡略化している。
図表 1　利子率の構造
出所：西田（1995）p.57 図 3-1 に筆者が加筆・修正
③信用リスクの悪化 
による当初予想損失 
②信用リスクをとる対価 
①信用リスクのない 
国債などの利回り 
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　IFRS9 は、当初認識後に発生した 1つ以上の損失事象の結果としての減損の客観的証拠
が存在し、かつ、その損失事象が当該資産（またはそのグループ）の見積将来キャッシュ・
フローに対して信頼性をもって見積ることのできる影響を有している場合に、減損を認識す
る（IAS39（2003），para.59）（8）。一方、ASC310-10 において減損が認識されるのは、現在
の情報や事象に基づいて、債権者が契約上の債権全額（元本および利息）を回収できない可
能性が高い（probable）時点である（ASC 310-10-35-16）。ASC310-10 では、どの貸付金
を評価すべきか、どのように債権の全額を回収できない可能性が高いかどうかを決定するの
かについて、具体的な指針を示してはいないが、「可能性が高い」という用語は、将来事象
が発生する見込みである（likely to occur）という、ASC450-20「偶発損失」における用法
と同義であると説明されている（ASC 310-10-35-18）。
　IFRS9/ASC310-10 では、トリガーとなる何らかの事象が存在する場合、当該金融資産の
帳簿価額と見積将来キャッシュ・フローを当初認識時に計算された実効利子率で割り引いた
現在価値との間の差額が、減損損失として測定される（9）。ここで、実効利子率とは、金融
資産の残存期間における将来キャッシュ・フローの金額を、当該金融資産の帳簿価額まで正
確に割り引く利率であり、IFRS9/ASC310-10 において実効利子率を算定する際には、将来
の損失を考慮してはならないとされている。したがって、契約に従って履行されている限り、
通常の貸付金の帳簿価額は、実効利子率で割り引いた将来の見積キャッシュ・フローの現在
価値と等しくなる。IFRS9/ASC310-10 では、減損後の金融資産の利息収益は、引き続き当
図表 2　現行会計基準における会計処理方法
IFRS9 ASC310-10
当初の実効利子率の
計算方法
見積キャッシュ・フローによって計算する（将来の損失を考慮しない）
減損のトリガー
あり（減損についての客観的な証拠が存
在する場合）
あり（債権全額を回収できない可能性が
高い場合）
減損損失の測定
帳簿価額と当初の実効利子率で割引かれた見積キャッシュ・フローの現在価値との
差額（7）
減損後の収益認識 当初の実効利子率に基づいて行われる
当初の実効利子率に基づいて行われる他
いくつかの方法が認められる
減損の戻入れ 認められる（ただし上限あり）
───────────
（7） 固定金利の場合
（8） IFRS9 の減損に関する規定は、IAS39（2003）の 58 項から 65 項およびAG84 項から AG93 項の規定
が参照されている。
（9） ASC310-10 では、実務的な便宜上、貸付金の客観的な市場価格、または貸付金が担保依存的である場
合にはその担保の公正価値に基づいて減損を測定することができる（ASC 310-10-35-22）。また、減損
を測定するにあたって、それらの貸付金を集計し、複合した実効利子率とともに、平均回収期間および
平均回収額などの過去の統計を使用することもできる（ASC 310-10-35-21）。
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初の実効利子率を用いて認識される（10）。また、減損の戻し入れも認められている（11）。
3.2　公開草案
　IASB および FASB からそれぞれ公表されている IASBED（2009）および FASBED
（2010）は、予想損失モデルと呼ばれる。IASBED（2009）および FASBED（2010）の会
計処理方法をまとめると、図表 3のようになる。
（1）IASBED（2009）
　IASBED（2009）では、減損を償却原価測定の不可欠な一部分と捉え、償却原価測定と
いう枠組みの中で減損の会計処理方法を規定している（IASBED（2009），BC42）。
　IASBED（2009）において償却原価は、実効利子率を用いて割り引いた、金融商品の残
存期間にわたる予想キャッシュ・フローの現在価値として測定される（IASBED（2009），
para.6）。ここで、償却原価のインプットの 1つとされる実効利子率は、金融商品の予想期
間にわたって支払うまたは受領することになる将来キャッシュ・フローの見積りを、金融資
産または金融負債の正味帳簿価額まで正確に割引く利率と定義される（IASBED（2009），
Appendix A）。IASBED（2009）では、契約条件が更改されることがない限り、当初算定時
───────────
（10） ASC310-10 では、この他に原価回収法、現金基準法またはこれらを組み合わせた方法なども利息収益
の認識方法として認められている（ASC 310-10-35-39）。
（11） ただし、ASC310-10 においては、引当金を控除した貸付金の正味貸借対照表計上額は貸付金の当初の
計上額を上回ってはならない（ASC 310-10-35-37）。IFRS9 では、その戻入れによって、当該金融資
産の帳簿価額が、減損が認識されていなかったとした場合の償却原価を超過してはならない（IAS39，
para.65）。
（12） 固定金利の場合
図表 3　IASBED（2009）および FASBED（2010）における会計処理方法
IASBED（2009） FASBED（2010）
当初の実効利子率の
計算方法
予想キャッシュ・フローによって計算す
る（将来の損失を考慮する）
予想キャッシュ・フローによって計算す
る（将来の損失を考慮しない）
その他の条件が同一である場合、それぞれの公開草案における実効利子率の大小関
係は、IASBED（2009） ＜ FASBED（2010）となる（将来の損失をゼロと予想
する場合を除く）。
減損のトリガー なし（予想キャッシュ・フローが継続的に改訂される）
減損損失の測定
帳簿価額と当初の実効利子率で割引かれた予想キャッシュ・フローの現在価値との
差額（12）
減損後の収益認識 当初の実効利子率に基づいて行われる
減損の戻入れ
予想キャッシュ・フローの継続的な改訂を通じて自動的に認識される（ただし上限
あり）
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における実効利子率が用いられる（IASBED（2009），para.7）。実効利子率の算定に用いら
れる予想キャッシュ・フローは、その金額及び時期について起こりうる結果を確率加重した
期待値であり、金融資産に関しては、当該資産の期間全体にわたる信用損失が考慮される
（IASBED（2009），paars.8 and Appendix B B3）（13）。したがって、当該予想キャッシュ・フ
ローから算定される実効利子率は、信用リスクの悪化による当初予想損失（図表 1の③）だ
け約定利子率よりも小さくなる。実効利子率に基づいて計上される利息収益と、約定利子率
に基づいて受領した利息との差額は、評価性引当金として計上される（IASBED（2009），
paras.13 and B22）。
　このように IASBED（2009）では、当初予想した信用損失が評価性引当金として金融資
産の予想残存期間にわたり配分されることになり、金融資産の当初認識後に将来の信用損失
の予想に不利な改訂が生じた場合にのみ、減損損失が認識されることになる。逆に、将来の
信用損失の予想に有利な改訂が生じた場合には、自動的に減損損失の戻入れが行われること
になる。これは、減損損失が以前に認識されていなかったとしても、予想信用損失の有利な
変更により利得が生じる可能性があるということを意味している（14）。このように IASBED
（2009）では、これらの予想の改訂のハードルとして、いかなる指標又はトリガーとなる事
象も含まれていない。
（2）FASBED（2010）
　FASBED（2010）において、自社組成金融資産についてのすべての契約上の要支払額、
および購入した金融資産について取得当初に回収を予想したすべての金額の回収できないと
予想した時、金融資産（または、そのグループ）について減損損失（credit impairment）（15）
を当期純利益に認識しなければならない（FASBED（2010），par.38）（16）。金融資産が減損
───────────
（13） その他にも、金融商品の全ての契約条件（例えば、期限前償還、コール及びそれに類するオプション）、
金融商品の当初測定に含まれていない場合には、実効利子率の不可欠な一部となる契約の当事者間で授
受される手数料及びポイントが考慮される（IASBED（2009），Appendix B B3）。ただし、金融負債の
場合には、予想将来キャッシュ・フローの見積もりに企業自身の不履行リスクを反映しない（IASBED
（2009），Appendix B B3）。
（14） IASBED（2009）では、このような利得を信用の質が向上したということを表す有用な情報であると
捉えており、認識を除外する理由は見当たらないと考えている（IASBED（2009），BC36）。ただし、
そうした利得の範囲は、当初帳簿価額と、実効利子率を使って割り引いた契約キャッシュ・フロー総額
の現在価値との差額に本質的に限定される（IASBED（2009），BC36）。
（15） IASBED（2009）における減損損失（impairment loss）に対応する用語として、FASBED（2010）は
信用減損（credit impairment）という用語を用いている。両公開草案の会計処理が異なっているため、
異なる用語を用いていると考えることができるが、それらの用語の違いは明らかにされていない。本稿
では混乱をさけるために、FASBED（2010）における信用減損（credit impairment）に減損損失とい
う用語を用いている。
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しているのかを判断するにあたっては、過去の事象、現在の状況およびキャッシュ・フロー
の回収可能性に関する帰結を考慮する（FASBED（2010），par.42）。その際には、金融資
産の残存期間にわたって現在の経済状況が不変であると仮定しなければならず、将来の事象
および経済状況の予測を考慮してはならないとされる（FASBED（2010），par.42）。それ
らの帰結が当初予想した信用損失よりも悪化していた場合、金融資産が減損しているとみな
さなければならない（FASBED（2010），par.41）（17）。
　個々の資産の減損損失を測定するにあたっては、現在価値技法が用いられる。回収される
と予想するキャッシュ・フローを実効利子率で割り引いた現在価値が、当該金融資産の帳簿
価額よりも低い場合、減損損失を認識する（FASBED（2010），par.62）。ここで実効利子
率とは、将来キャッシュ・フローと帳簿価額とを等しくする利率であり、減損損失の金額の
測定に当たっては、金融資産の当初の実効利子率を用いて割り引かなければならない（FAS-
BED（2010），par.66）（18）。また利息収益の認識にあたっても実効利子率が用いられる
（FASBED（2010），par.76）。
　減損損失の不利な変動については、すべて当期純利益に含めて認識し、同額だけ減損損失
引当金を計上し、資産の控除項目として表示する（FASBED（2010），par.53）。反対に、
回収が予想されるキャッシュ・フローが有利に変動すると見込まれる場合には、過去に認識
した減損損失を戻し入れ、対応する減損損失引当金の減少を認識する（FASBED（2010），
par.53）。
　以上のように両公開草案は、現行の発生損失モデルの問題点を改善するものとして提案さ
れているものであるが、異なる会計処理方法が規定されていることがわかる。また、現行会
計基準と公開草案との間でも、減損損失を測定するために用いられるインプットである、将
来キャッシュ・フローおよび実効利子率に違いがみられる。次節では、そのような会計処理
方法における差異について、信用リスクの観点から検討を行う。
───────────
（16） ただし、契約上の要支払額または当初回収が予想された院額が全額回収されたことをもって、金融資産
が減損していないと自動的に結論づけてはならない（FASBED（2010），par.40）。
（17） ただし、要支払額について予想通りに回収が見込めない場合であっても、当該不足額について、担保を
通じて十分に回収できると予想するときには、当該金融資産が減損しているとみなしてはならない
（FASBED（2010），par.41）。
（18） 契約上の利子率が変動する金融資産の減損損失の金額の測定に当たっては、適切な利子率またはイン
デックスに基づいて計算された実効利子率を用いて割り引かなければならない（FASBED（2010），
par.67）。
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4.　金融資産に係る減損と信用リスク
　本節では、前節までに整理した金融資産に係る減損に関する会計処理方法について信用リ
スクの観点から議論を行う。第 2節において述べたように、本稿における信用リスクとは、
「金融商品の一方の当事者が債務を履行できなくなり、他方の当事者が財務的損失を被るこ
ととなるリスク」である。リスクの定義は、損失額に確率を乗じたものとして表現されるも
のであり、内外のリスク学会の定義もほぼこれに準じているとされる（日本リスク研究学会
2006，p. 13）。したがって、信用リスクは、「損失額」と「確率」という 2つの要素から構
成されるものとして議論を行うこととする。
4.1　各減損損失に反映されている信用リスク─具体的数値による確認─
　減損損失を測定する際には、いずれの会計基準および公開草案においても基本的に将来
キャッシュ・フローを実効利子率で割り引いた金融資産の現在価値を用いることになる。し
たがって、減損を測定する上で信用リスクは、そのインプットとなる将来キャッシュ・フロー
と、割引率である実効利子率に反映される（19）。
　本節では、各会計処理において将来キャッシュ・フローおよび実効利子率に信用リスクが
どのように反映されているのかを、以下の設例を用いて説明する。
設例
■ 20X1 年 1月 1日（A社は毎年 12 月 31 日に会計年度を終了する）
・A社はB社に利子率 10％で、$1,000 を 2 年間貸し付ける契約を結んだ。
・当該貸付金に係る実効利子率は 10％である。
・ 当初予想損失（20X2年度末に $62 発生すると予想されている）を含めて算定される実効利子率は 7％
である（20）。
■ 20X1 年 12 月 31 日
・A社はB社から約定利息 $100 を受け取った。
・ B社の業績が悪化したため、A社は 20X2 年のキャッシュ・フローについて、以下のような 3つのシ
ナリオを想定している。
20X2 年度キャッシュ・フローおよびその生起確率
シナリオ 生起確率 将来CF（回収不能額）
1 10％ 1,100（  0）
2 60％ 1,000（100） 最頻値
3 30％ 900（200）
980（120） 期待値
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（1）将来キャッシュ・フローに反映されている信用リスク
　IFRS9/ASC310-10 において減損損失の測定の際に用いられる将来キャッシュ・フロー
は、見積キャッシュ・フローである。ここでいう見積キャッシュ・フローとは、可能性のあ
る見積値の一定の幅の中の単一の最頻値であり、会計上それは「最善の見積り（best esti-
mate）」と呼ばれる（FASB 2000，glossary of terms：平松・広瀬訳 2002，p.420）（21）。この
場合、図表 3において最も発生する可能性の高いシナリオ 2が選択される。このシナリオ
が減損を認識するための規準を満たす（トリガーとなる）場合、将来キャッシュ・フロー
$1,000 に基づいて減損が測定される。
　一方、IASBED（2009）・FASBED（2010）において減損損失の測定の際に用いられる
将来キャッシュ・フローは、予想キャッシュ・フローである。ここでいう予想キャッシュ・
フローとは、可能性のある見積値の一定の幅の中で確率を加重した数値の合計額である
（FASB 2000，glossary of terms：平松・広瀬訳 2002，p.420）。この場合、図表 3における
すべてのシナリオにから算定される期待値 $980 に基づいて減損が測定される。
　これらの会計処理における減損の認識および測定を信用リスクの要素（損失額・確率）か
ら整理する。IFRS9/ASC310-10 では、シナリオ 2の生起確率（60％）は減損を認識する
かどうかを判断する際に考慮され、測定の段階においてはその回収不能額（$100）だけが
考慮される。すなわち、会計数値に反映されるリスクの要素は、測定の段階において考慮さ
れる損失額だけということになる。また、その他のシナリオにおける信用リスクの要素（生
起確率・損失額）は考慮されないため、IFRS9/ASC310-10 においてはシナリオ 2におけ
る回収不能額（$100）だけが、信用リスクの悪化として会計上減損損失に反映されること
になる。IASBED（2009）・FASBED（2010）においては、シナリオに基づいて減損を認
識するかどうかの判断は行われないため、測定の段階においてすべてのシナリオの生起確率
および損失額が考慮される。したがって、測定の段階において 2つのリスク要素が考慮され
ることになり、算定される期待値はすべてのシナリオにおける信用リスクを反映した将来
キャッシュ・フローということになる。このように、IFRS9/ASC310-10 と IASBED
（2009）・FASBED（2010）との会計処理を比較すると、後者の会計数値に反映されるリス
ク要素が増加していることがわかる（22）。
───────────
（19） 将来キャッシュ・フローおよび実効利子率は、減損損失を測定されるための直接的なインプットではな
いが、その測定の際に間接的に必要となるため、それら 2つをインプットと呼んでいる。
（20） 
2
(1100 62)100 1000 7%
(1 ) (1 )
r
r r
    
（21） 最善の見積りという用語は、「偏向のない（unbiased）」という意味から「最も可能性の高い（most 
likely）」という意味まで多様な文脈において用いられてきた（FASB 2000，glossary of terms：平松・
広瀬訳 2002，p.420）。本稿ではFASB（2000）と同様に、後者の意味で最善の見積りという用語を用
いる。
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（2）実効利子率に反映されている信用リスク
　次に、減損損失の測定にあたって用いられる割引率である当初の実効利子率に、信用リス
クがどのように反映されているのかを説明する。すでに確認したように、当初の実効利子率
には、将来キャッシュ・フローに当初予想した損失を考慮して算定された実効利子率と、そ
れを含めずに算定された実効利子率がある。前者（設例では 7％）は統合実効利子率（inte-
grated effective interest rate）と呼ばれ（23）、IASBED（2009）において用いられる。後者（設
例では 10％）は分離実効利子率（decoupled effective interest rate）と呼ばれ（24）、IFRS9/ 
ASC310-10 および FASBED（2010）において用いられる。
　通常、分離実効利子率は、将来キャッシュ・フローとして約定キャッシュ・フローを用い
て算定される。約定キャッシュ・フローには当初予想損失が考慮されないため、算定される
分離実効利子率には当初予想損失への追加的な利子率（図表 1の③）が含まれている。した
がって、当初予想した損失に関する信用リスクが分離実効利子率に反映されていることにな
る。一方、統合実効利子率は、将来キャッシュ・フローとして予想キャッシュ・フローを用
いて算定される。当該予想キャッシュ・フローは当初予想した損失を反映したものであるた
め、そこで算定される統合実効利子率に当初予想損失への追加的な利子率（図表 1の③）は
含まれていない。つまり、当初予想した損失に関する信用リスクは統合実効利子率には反映
されていないことになる。
　以上、各会計処理方法において用いられる将来キャッシュ・フローおよび割引率において
反映されている信用リスクが異なることを確認した。それらの関係および設例において
20X1 年 12 月 31 日に認識される減損損失額を整理すると次の図表 4のようになる。
図表 4　減損測定のインプット、反映されている信用リスクおよび減損損失額
将来キャッシュ・フロー 割引率
設例における
減損損失額＊
IFRS9/ASC310-10
最善の見積り（$1000） 分離実効利子率（10％）
$91
信用リスクが（一部）反映されている 信用リスクが反映されている
IASBED（2009）
期待値（$980） 統合実効利子率（7％）
$54
信用リスクが反映されている 信用リスクが反映されていない
FASBED（2010）
期待値（$980） 分離実効利子率（10％）
$109
信用リスクが反映されている 信用リスクが反映されている
＊それぞれの減損損失は以下のように計算される。
IFRS9/ASC310-10 1000 － 
1000
1.1
 ＝ 91
IASBED（2009） （1000 － 30） － 
980
1.07
 ＝ 54
 （30 は、前期末の利息収益の認識時に計上された評価性引当金の金額である）
FASBED（2010） 1000 － 
980
1.1
 ＝ 109
金融資産に係る減損に関する一考察
─ 199 ─
4.2　各減損損失の特徴および問題点
　減損損失を測定する際に用いられるインプットに信用リスクが反映されているほど、減損
損失はより大きくなる。本設例において最も大きな金額となるのは、FASBED（2010）で
あり、将来キャッシュ・フローおよび割引率の両方に信用リスクが反映されている。この減
損損失には、すべてのシナリオの信用リスク（生起確率・損失額）が考慮されているため、
「発生すると予想される損失」が反映されていると捉えることができる。しかし、信用リス
クが 2つのインプットそれぞれに反映されているため、減損損失の測定にあたっては、二重
に信用リスクが計算されてしまうことになる（坂本 2011，pp.75-76）（25）。加えて、それぞれ
のインプットに反映されている信用リスクは異なっている。FASBED（2010）における実
効利子率には貸付当初時点に予想された損失に関する信用リスクが反映され、将来キャッ
シュ・フローには見積りを改訂した時点に予想された損失に関する信用リスクが反映されて
いる。そのため、2つの異なる時点の信用リスクが反映された減損損失が、どのような数値
を表しているのかを積極的に意義づけることは難しいと思われる。
　次いで大きな金額となっているのは、IFRS9/ASC310-10 による減損損失である。これら
の会計基準においても、将来キャッシュ・フローおよび割引率の両方に信用リスクが反映さ
れているが、将来キャッシュ・フローの信用リスクは最も発生する確率の高いシナリオの損
失額のみが反映されている。したがって、IFRS9/ASC310-10 における減損損失に反映され
ている信用リスクは「発生している可能性の高い損失」ということになる。ただし、実効利
子率には貸付当初に予想された損失に関する信用リスクが反映され、将来キャッシュ・フ
ローにはリスク要素のうち損失額が反映されるため、IFRS9/ASC310-10 においても信用リ
スクが二重計算されるという問題が生じる。また、その他のシナリオにおける信用リスクの
要素を無視することになってしまうため、可能性は高くないが巨額の損失が見込まれるシナ
リオが想定されるような場合、減損損失額が信用リスクの悪化を十分に表現できない可能性
がある。
　本設例において最も減損損失が少なく計上されるのが、IASBED（2009）である。
IASBED（2009）では、将来キャッシュ・フローのみに信用リスクが反映されており、当
初予想した信用リスクによる損失（図表 1の③）は実効利子率から除かれている。したがっ
て、IASBED（2009）の減損損失には、「発生すると予想される損失のうち当初予想した損
───────────
（22） 久保（2009）は、負債の側面から同様の指摘を行っている。
（23） IASB（2011a），para.IN17 を参照
（24） IASB（2011a），paar.IN17 を参照
（25） FASB（2000）においても、期待値を統合実効利子率によって割り引くべきではないとしている（FASB 
2000，par.41（b））。しかしながら、キャッシュ・フローに最頻値と期待値のどちらを用いるのかという
ことと、リスクをキャッシュ・フローと割引率のどちらに反映させるのかということは別問題であると
いう議論もある。この点については、今後の検討課題としたい。
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失との乖離部分」が信用リスクとして反映されていると考えることができる（26）。IASBED
（2009）においては、信用リスクが将来キャッシュ・フローにしか反映されていないため、
信用リスクが二重に計算されていない。しかし、当初予想した損失に係る信用リスクは各期
に配分されることになるため、契約期間が長期かつ当該損失の発生がその初期に集中するよ
うな場合には、この信用リスクの悪化を会計上十分に反映することができない可能性がある。
4.3　各減損損失に反映されている信用リスクが異なる理由
　それではなぜこのように各減損損失に反映されている信用リスクが異なるのであろうか。
ここでは基準および公開草案におけるそれぞれの目的に着目して、その理由を指摘する。
　IFRS9/ASC310-10 では、減損損失に「発生している可能性の高い損失」として信用リス
クが反映されていた。このように信用リスクを反映する減損の会計処理は、当時の FASB
による金融商品プロジェクト全体におけるリスクの捉え方と整合していたという（米国財務
会計基準（金融商品）研究委員会 1995b，pp.256-257）。当時の金融商品プロジェクトにお
いては、財務諸表におけるリスクのディスクローシャーという目的のもと、金融商品の評価
と利益計算との関係が中心的な問題となっていた（米国財務会計基準（金融商品）研究委員
会 1995b，p.3）。当該プロジェクトの成果として設定された金融商品に係る会計諸基準にお
けるリスクとは、現実の確率を別にして、最も不利な条件で資産の換金や契約を履行したと
きの損失であり、単なるダウン・サイドの側面というだけでなく、その極限値が想定されて
いたという（米国財務会計基準（金融商品）研究委員会 1995b，p.10）。たとえば、金融資
産のリスクを期待されるリターンの変動性と捉える場合、その尺度（分散や標準偏差などで
表される）をそのまま会計数値に反映することは困難である。しかし、損失の最大値に着目
するのであれば、損失の発生時点や確率や金融資産に係るリスクの相互関係を問題としない
ため、そのような尺度を用いることなく会計上リスクを扱うことができる（米国財務会計基
準（金融商品）研究委員会 1995b，pp.10 and 111）。このように当時のプロジェクトの目的
に沿って、減損損失に「発生している可能性の高い損失」として信用リスクが反映されてい
たと考えることができる。
　第 1節で述べたように、その後 IFRS9/ASC310-10 による発生損失モデルの問題点が浮
き彫りとなり、それを改善するという大きな目的のもとに IASBED（2009）および
FASBED（2010）が公表された。しかし、これら 2つの会計処理方法、信用リスクの反映
のさせ方は異なっている。そこで、各公開草案における目的からその理由を探ることとする。
───────────
（26） 本稿では IFRS7 の定義に従い信用リスクのダウンサイド（損失の側面）に焦点を当てているが、当初
予想した損失との乖離という意味においては、IASBED（2009）における信用リスクはアップサイド
（利得の側面）も含まれていると解釈することができる。そのように解釈すると、減損損失が発生しな
い場合の評価性引当金の戻入れも信用リスクの改善として説明することができる。
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　IASBED（2009）では、「減損を含めた償却原価測定の目的として、利息収益を配分し、
実効利回りに関する情報を提供すること」（IASBED（2009），para.3）を挙げている。特に、
財務諸表に認識される金額が、金融資産に係る意思決定を行う際の当該資産の価格設定、す
なわち貸し倒れの予想を考慮して賦課される利子率を反映することを重視している（IASB 
2011a，para.IN5）。このように IASBED（2009）は、当初の予想損失に関する信用リスク
を実効利子率から除外し、利息収益を適切に認識するというフローの側面を重視しているた
め、「発生すると予想される損失のうち当初予想した損失との乖離部分」が信用リスクとし
て減損損失に反映されていると考えることができる。
　一方、FASBED（2010）による減損の会計処理の目的は、「引当金の残高が金融商品の残
りの存続期間に係る信用損失見積額の全額を十分にカバーできるようにすること」（IASB 
2011a，para.IN6）とされている。当該目的に照らして考えると、リスクを二重計算するこ
とでより早期により過大な引当金を認識することができ、そのような会計処理方法にも合理
性を見出すことができる（27）。したがって、FASBED（2010）は、減損損失を早期にかつ多
額に認識することで、十分に引当金を貸借対照表上に計上するというストックの側面を重視
しているため、減損損失に「発生すると予想される損失」が信用リスクとして反映されてい
ると考えることができる。
5.　金融資産に係る減損と取得原価主義会計
　本節では、IFRS9/ASC310-10 による会計処理方法（認識の段階において確率を、測定の
段階において損失額を考慮し、発生している可能性の高い損失を減損損失に反映させる会計
処理方法）、IASBED（2009）および FASBED（2010）による会計処理方法（測定の段階
において確率および損失額を考慮し、発生すると予想される損失を信用リスクとして減損損
失に反映させる会計処理方法）が、取得原価主義会計のもとでどのように捉えられるのか検
討する。また、第2節2項でも述べたように、企業はリスクに応じたリターンを求めるため、
信用リスクに対するリターンの会計処理方法についても検討する。具体的には、金融資産に
係る減損および取得原価主義会計との関係を明らかにし、金融資産に係るリスク（減損損失）
および金融資産に係るリターン（利息収益）の会計処理方法について取得原価主義会計にも
とづき検討を行う。
　なお取得原価主義会計とは、測定対価主義、原価配分原理、原価─実現主義に特徴づけら
れる会計である（新井 2003，p.80）（28）。新井（2003）によれば、測定対価主義とは資産の原
初入帳価額を決定する場合の考え方を示すものであり、原価配分原理とは資産の費消額およ
───────────
（27） しかし、当該目的のみでリスクを二重に計算することを正当化することはできないであろう。
（28） 広瀬（1995）も取得原価主義会計を同様に定義づけている（広瀬 1995，p.182）。
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び未費消額を求める場合の考え方を示すものであり、原価─実現主義とは原価主義評価とい
う資産会計面と実現主義による損益会計面の結びつきを示すものである（新井 2003，p.80）。
すなわち、測定対価主義のもとでは、「通常の市場交換を通じて購入した資産の取得原価は、
それを購入するために犠牲となった（引き渡された）資産の価額（対価）によって測定され、
取得原価それ自体について独立的な評価は行われない」（新井 2003，p.82）。また、原価配
分原理のもとでは、たとえば固定資産の取得原価がその耐用年数にわたって費用として配分
されることになる（新井2003，p.82）。そして、実現とは取引の完結や取引契約の履行をもっ
て損益を計上する考え方であり、実現主義は販売その他客観的に立証できる外部取引に基づ
いて損益を計上することであるという（新井 2003，pp.206-207）（29）。しかしながら、「取得
原価主義会計は、実は、資産の評価面に主眼を置いているのではなくて、実現利益の算定と
いう損益計算面に究極的な狙いを置いている」（新井 1973，p.22）という。そのため、取得
原価主義会計は、実現主義の「副産物」または「付随物」と解することができる（新井
1973，p.22：広瀬1995，p.183：Sprouse and Moonitz 1962，p16；佐藤・新井訳1962，p.130）
　したがって本稿では、信用リスクが反映される減損損失とそれに対するリターンとなる利
息収益について、取得原価主義会計の中心的な特徴と考えられる実現主義に基づいて考察を
行い、本稿で扱った各会計処理方法が取得原価主義会計においてどのように認められうるの
か、またはそうでないのかを明らかにする。
5.1　金融資産に係る減損
　特に金融資産に係る減損について、これまでの会計基準において定義が示されていない
が、たとえばわが国の「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（以下、意
見書という）では固定資産の減損を「資産の収益性の低下により投資額の回収が見込めなく
なった状態」（意見書 三 3）と定義している。すなわち、減損処理とは、資産の回収可能性
を反映させるように帳簿価額を減額する会計処理であり、それは取得原価基準のもとで認め
られる修正であるとされる（意見書 三 1）。
　当該意見書は、主に事業資産を対象として設定されている。そのため、金融資産の減損が
意見書にいう取得原価基準との関係においてどのように捉えられているのかは明らかでな
い。しかし、金融資産のうちたとえば金銭債権については、事業資産と同様の性質を有して
いることから、意見書における考え方にあてはめ、以下のように考えることができる。
　金銭債権は通常、市場の平均的な期待で決まる時価が変動しても、企業にとっての投資の
価値がそれに応じて変動するわけではない。また、金銭債権の価値自体も、投資の成果であ
るキャッシュ・フローが得られるまでは実現するものではない。そのため、そのような金融
───────────
（29） ただし実現という概念は、厳密なものではなく、弾力性をもっているものである（新井 2003，p.206）。
たとえば、実現概念の変遷は、辻山（2002）に詳しい。
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資産は償却原価で評価され、当該評価に基づいて利益が計上されている。しかし、その収益
性が当初の予想よりも低下し、資産の回収可能性を帳簿価額に反映させなければならない場
合がある。このような場合における金融資産の減損処理は、事業資産の減損などと同様に、
金融資産の過大な帳簿価額を減額し、将来に損失を繰り延べないために行われる会計処理と
考えることができる。したがって、このような会計処理方法は、時価の変動を目的として保
有される他の金融資産に適用されている公正価値評価のように、資産価値の変動によって利
益を測定することや、決算日における資産価値を貸借対照表に表示することを目的とするも
のではなく、取得原価主義会計のもとで行われるものであると考えることができる。
　本節では、このように金融資産に係る減損の会計処理が取得原価主義会計のもとで認めら
れるものであると考え、以下、金融資産に係るリスクおよびそれに対するリターンについて
検討を行う。
5.2　金融資産に係るリスク（減損損失）の検討
　金融資産に係るリスクおよびリターンは、約定キャッシュ・フローの回収とともに確かめ
られていく。したがって、契約上の利息および元本が回収可能であるのか、信用リスクが悪
化し貸し倒れが発生する（していた）のかどうかは、最終的なキャッシュ・フローの回収が
終了した時点で確定する。実現の考え方によれば、たとえキャッシュ・フローが得られる前
であっても、期待されたリターンを事実によって実質的に確認することができるならば、そ
れ以前に損益を計上することも認められることになるであろう。すなわち、その事実は必ず
しも実際のキャッシュ・フローでなくてもよいと考えられる。
　IFRS9/ASC310-10 においては、最善の見積値を将来キャッシュ・フローとして採用する
ため、実際にキャッシュ・フローを受け取る以前に損失を計上する。しかし、IFRS9/
ASC310-10 が取得原価主義会計の枠組みにおいて認められうるのは、減損の認識にあたっ
てトリガーを要求するためであろう。IFRS9/ASC310-10 におけるトリガーとは、発生の可
能性が高いことまたは客観的な証拠が存在することであり、これが存在することによって、
取得原価主義会計において重視される検証可能性（30）がある水準まで保証される。そのため、
たとえ実際にキャッシュ・フローが回収される前であっても、実現主義のもとで、それ以前
に損失を計上することが認められると考えることができる。
　それでは、IASBED（2009）および FASBED（2010）における減損損失はどうであろう
か。既に述べたように両公開草案においては、何らかのトリガーを必要としていないため、
減損の認識について検証可能性が求められていない。また、期待値を将来キャッシュ・フロー
として採用し、会計数値に反映されるリスクの要素が増加していることから、減損損失のボ
───────────
（30） ここでは検証可能性を、「資産の入帳価額の確定性とその後の費消または売却に至るまでの記録計算上
の追跡可能性」（新井 2003，p.80）という意味で用いている。
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ラティリティも増加することになる。したがって、減損損失の金額は確定的でなく、追跡可
能性の低い数値となる。このような場合、実現主義のもとで IASBED（2009）および
FASBED（2010）による減損損失の計上を認めることは難しいと思われる。実際、予想損
失モデルの採用を反対する IASBのメンバーは、「損失が将来の合理的な予想であるかどう
かは、実際のほとんどの状況において議論することは実質的に不可能である」（IASBED
（2009），para.AV4）と述べている。しかし、IASBED（2009）は予想損失モデルを採用す
る理由として、同様に経営者の仮定や判断が必要とされる会計処理が存在することを挙げ、
その例の 1つとして公正価値の測定に言及している（IASBED（2009），para.BC30）。償却
原価測定のもとで規定される金融資産の減損と公正価値の測定は、本来その目的を異にして
いるが、予想損失モデルを採用することで金融資産の減損に公正価値の測定手法を取り入れ
ていると見ることもできる。大日方（2012）によれば、償却原価法を採用していても、資
産の減損が生じた時にレベル 2およびレベル 3の手法を適用することができるため、公正
価値と償却原価は必ずしも排他的なものではないという（大日方 2012，p.325）（31）。これら
のことから、IASBED（2009）およびFASBED（2010）による減損損失の会計処理方法は、
取得原価主義会計のもとでは認められない可能性がある。
5.3　金融資産に係るリターン（利息収益）の検討
　金融資産に係る信用リスクに対して期待されるリターンは、契約上の利子率に基づく利息
である。しかしながら、金融資産に係る信用リスクについての会計処理が異なることから、
そのリターンである利息収益の会計処理も異なっている。本項ではこの点について、第 2節
2項における図表 1を用いて、利子率を①信用リスクのない国債などの利回り、②信用リス
クを負担することによる利子率、③信用リスクの悪化による当初予想損失に対する利子率の
3つに区分することより検討を行うこととする。当該区分によれば、IFRS9/ASC310-10 お
よび FASBED（2010）による統合実効利子率に基づく収益認識の場合、利払い日に①、②
および③のすべてが利息収益として認識される。一方、IASBED（2009）による分離実効
利子率による収益認識の場合、利払い日に①および②が利息収益として認識され、③は評価
性引当金として認識される。
　それでは、異なる 2つの利息収益の認識は、取得原価主義会計における収益認識、すなわ
ち実現主義に適合するのであろうか。金融資産は、将来キャッシュ・フローの大きさが当初
の契約に依存しており、自律的な営業努力を費やさなくてもその回収が見込まれる。つまり、
───────────
（31） レベル 1では同一の資産または負債の活発な市場における価格、レベル 2では資産または負債に関し
て直接的もしくは間接的に観察可能なレベル 1における価格以外のインプット、レベル 3では資産ま
たは負債に関して観察可能なデータに基づかないインプットに基づいて公正価値を算定する（IFRS13，
paras.72-75）。
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金融資産から生み出されるキャッシュ・フローは、時の経過を待つだけでほぼ自動的に獲得
される。このように時が経過すればキャッシュ・フローが得られる状態となっている以上、
金融資産に期待されたリターンが現実に転化したかどうかは、事実上唯一の留保条件となっ
ている時の経過に照らして確かめる方法が良いとされる（米山 2003，p.34）。このような金
融資産の特徴を反映して、当初予想した将来キャッシュ・フローに基づいて算定された実効
利子率によって収益認識（利息法）が行われるのである（32）。
　このように、金融資産の利息収益は、時の経過とともに期待が事実へと転化し、リターン
が実現する。ここで問題となるのは、③を時の経過とともに利益として計上してよいのかと
いうことである。③は、貸付当初に予想した損失に係る信用リスクをカバーするための追加
的な利子率である。したがって、当該損失が発生する、または発生しないことが確認された
時に、当該リターンを認識すべきであろう。そのことが確認されるのは、減損損失が実際に
発生するまたは元本が返済される時点である。このように考えると、減損が発生する（また
は発生しないことが確定する）以前に、③を収益として認識してしまうことは実現主義に反
すると考えられる。③の部分については、減損損失額または元本の返済額に応じて収益とし
て計上すべきであろう。
　以上のことから、IASBED（2009）による分離実効利子率に基づく収益認識方法が実現
主義に適合すると思われる。一方で、FASBED（2010）そして現行の会計基準である
IFRS9/ASC310-10 の収益認識方法については、取得原価主義会計のもとでは認められない
可能性があると考えられる。
6.　おわりに─総括と検討課題─
　本稿では、金融資産に係る減損について特に信用リスクの観点から考察を行った。第 2節
では、さまざまな学問領域におけるリスク概念を整理し、分析視角としての信用リスク概念
を示した。第 3 節では、IASB および FASB から公表されている現行基準（IFRS9/
ASC310-10）および公開草案（IASBED（2009）および FASBED（2010））における金融
資産に係る減損の会計処理方法について概観し、整理を行った。第 4節では、各会計処理方
法について信用リスクの観点から検討を行い、IASBED（2009）およびFASBED（2010）
では IFRS9/ASC310-10 よりも会計数値に反映されるリスクの要素が増加しており、さら
に各減損損失に反映されている信用リスクが異なっていることを明らかにし、その特徴・問
題点およびその理由を指摘した。第 5 節では、取得原価主義会計のもとで、IFRS9/
───────────
（32） もちろん、これだけで利息法が唯一の収益認識方法として適用されるわけではない。米山（2003）は
この他に、SFAS114 を手掛かりにして、正常債権と不良債権との収益認識の整合性という論拠を見出
している（詳しくは米山（2003）第 2章第 3節参照）。
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ASC310-10、IASBED（2009）およびFASBED（2010）における金融資産に係るリスク（減
損損失）および金融資産に係るリターン（利息収益）がどのように捉えられうるのか特に実
現主義の観点から検討を行った。本稿の検討によれば、IFRS9/ASC310-10 における減損損
失は取得原価主義会計のもとで認められるものであるが、IASBED（2009）および
FASBED（2010）における予想に基づく減損損失は、検証可能性を欠き、実現主義のもと
で計上を認めることは難しいと考えられる。また、利息収益については IASBED（2009）
による認識方法が実現主義に適合するものであり、IFRS9/ASC310-10 および FASBED
（2010）の認識方法によると未実現利益を計上することになるため、取得原価主義会計に適
合しない可能性があると考える。
　本稿の検討の結果から、金融資産に係る減損の会計処理方法について、取得原価主義会計
のもとで認められるものと、そうでないものが明らかとなった。しかし、すべての利用者の
ニーズを満足させることができる会計システムは存在せず、取得原価主義会計において提供
できる情報には限界があるように思われる。たとえば、新井（1973）は、取得原価主義会
計の計算構造からもたらされる会計情報は、将来の利益、支払い能力または経営能率の予測
の基礎としては不十分であると指摘している（新井 1973，p.28）。この点について、経営者
の予想に基づいて会計処理を行うという特徴に鑑みると、IASBED（2009）および
FASBED（2010）は、取得原価主義会計の限界を補完するものであるかもしれない。
　取得原価主義会計において経営者の予想という検証可能性の低い要素の会計数値への反映
は難しいと考えるが、これまでの会計制度においても見積りや経営者による仮定は用いられ
てきている。たとえば、事業資産の費用配分における耐用年数などはその 1つの例である。
それを金融資産に当てはめれば、経営者による当初の予想を反映した実効利子率（すなわち
分離実効利子率）に基づいて利息収益を規則的に配分する会計処理も認められることになる
であろう。しかし、現行会計において事後的にそうした見積りや仮定を変更するには何らか
のハードルが設けられている。したがって、当初の予想キャッシュ・フローを改訂し、減損
損失を認識する会計処理にも何らかのハードルを設けることで検証可能性を担保することが
可能となり、取得原価主義会計のもとで認められうる可能性がある。
　本稿では、金融資産に係る減損について信用リスクの観点から議論を行い、その会計処理
と取得原価主義会計との関係について検討を行った。検討の結果、取得原価主義会計におい
て認められるものと、そうでないものを指摘したが、どのような会計処理を適用すべきかに
ついて具体的に提示することができなかった。また、表示の問題やポートフォリオで管理さ
れた金融資産への適用などの幅広い観点から、金融資産に係る減損について検討を行うこと
が必要である。さらに、本稿では特に信用リスクに焦点を当てて議論を行っているが、そも
そもリスクという概念がどのようなものであるのかについてもより詳細に検討する必要があ
ると考えている。以上のような点については検討課題としたい。
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